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実施スケジュール
項目 24年度以前 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度以降

向こう5年間の直接事業費の推移
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 5年間の実績

18309920
2587200
1787714千円

千円
千円 18530809

1852200
1631311

18420364
926100
8275811589370

2063900
19403938

25年度実績9月末の実績25年度予定
事業活動の実績（活動指標）

24年度実績単位項目
地方債残高
地方債発行額
地方債元金償還額

評価対象外事業
起債管理事務事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
行財政改革
行財政改革の推進

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

財務課

地方自治法・地方財政法・伊予市財務会計規則
根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

宮岡 崇
所管課情報 担当課： 512

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 投資的事業及び地方交付税制度に伴う臨時財政対策債

高村 博之

市中金融機関からの借入れについては、低利率での融資が受けられるよう入札を実施しているが、なお一層
低利率融資に取り組む。

今後概ね10年間の事業計画に基づく起債残高及び年間元利償還見込額について試算し公債費を管理し、公
債費比率が上昇しないよう各事業における起債額の抑制に努める。

地方交付税制度による通常収支不足額の補てん、または投資的事業の実施に伴う多額の財源確保のために
地方債を発行する。

事業の目的

地方交付税制度による通常収支不足額を補てんする臨時財政対策債については、元利償還金が全額交付税
措置を受けるため上限額を借り入れ、投資的事業の実施に伴う地方債については、交付税措置等を考慮し、
有利で低利な地方債を発行する。また、後年の過重な負担とならないよう、健全な財政計画の下で限度額の
設定を行い、起債管理システムにより適正管理を実施する。

事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
25年度決算9月末の執行状況25年度予算24年度決算

事業費
444
2,079
0

474
2,115
2,589 1,281

1,057
224 444

2,115
2,559

人件費
内訳

財源内訳

項　　　目
直接事業費
人件費
合計
人工数
人件費単価
補助事業人件費
人件費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

0
0
0
0

2,589

0.26
7,999
0

2,079
0
0
0
0

2,523 2,559

0.26
8,135
0

2,115
0

0
0

0
1,281
0
0
0
0

1,057
0

8,135
0.130.26

8,135
0

2,115
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二次評価

二次評価
（所属部長）

課題認識

将来にわたる持続可能な財政構造を構築するため、適切な中長期財政計画の樹立と見直しを適宜行なう
とともに、後年度の過度な負担とならない起債の選択に努める必要がある。特に、縁故債については、こ
れまでどおり入札方式により低利資金確保に努める。

一次評価結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

意見、課題
 伊予市の財政規模、財政事情に見合う市債残高目標額を定め、将来負担の増加を促成すること。

コスト効率 3
受益者負担の適正 3

B

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 3

B市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 3

B成果向上の可能性 3
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 4

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

B

B

B
手段の最適性 4

コスト効率 4

成果向上の可能性 3
施策への貢献度 4

市の関与の妥当性 5
事業の効果 3

厳しい財政状況における将来負担の軽減を図るため、今後も縁故債の利率については低利での融資が
受けられるよう対応する。

自己評価
3目的の妥当性

市民ニーズへの対応 3

成果指標

指標設定の
考え方

厳しい財政状況における将来負担の軽減を図り、後年度の世代に実質的な負担を残さないためにも、なるべく
有利な起債を選択する。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度
3333

受益者負担の適正 3

000.3870.355

成果指標
低金利時代を反映し、政府資金の利率については低利で確定しているが、市中銀行からの借入れについても
入札制度を導入し、借入れ利率３．０％以下とする。
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

下記の点を見直しの上、継続する。


